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司法書士／駒澤大学  田沼 浩 

 

 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑲ 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【4】 

つづき 

B 号について、先願の地位は拡大されていることから、先願の地位を有する第三者の出願

は、102 条（b）2 項により、後からの出願の新規性は喪失する。しかし、先願の前にその

発明者等によって同じ発明が開示されていた場合、先願は拡大された地位は与えられず、

後願の新規性が認められる。 

また、C 号のように、先願によって開示された主題及びクレームを受けた発明が、クレー

ムを受けた発明の有効出願日の前に同一人によって特許権が保有されていた場合や、同じ

者が特許権を譲渡を義務を負っているときは、先願は拡大された地位は与えられず、後願

の新規性が認められる。 

 このようにグレースピリオド制が採用されることで、他人の先願があっても、その前に

発明を発表してしまえば、後願は新規性を否定されてしまう。そのため、米国特許法は「先

願主義」ではなく「先発表主義」と考えるべきであろう。グレースピリオド制は、発表の

公開を促進するだけでなく、不十分な発明でも公開することも予想されることから、過度

の公表競争が危惧される。そして、このような競争が企業の研究開発戦略と特許戦略に大

きな影響を及ぼす。 
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